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第１章 

総 則  
 

１． 背景・目的 

人間文化研究機構（以下、「本機構」という。）は、平成１６年４月１日に設立さ

れ、人間文化にかかわる大学共同利用機関である、国立歴史民俗博物館、国文学研究資料

館、国立国語研究所、国際日本文化研究センター、総合地球環境学研究所及び国立民族学

博物館の６つの研究機関（以下、「各機関」という。）で構成されている。 

本機構は学術専門分野・社会・慣習の壁を越えて人間の蓄積してきた知識・伝統を創

造的に再構築して、真に豊かな生活の実現に向けて、問題解決を志向する人間文化研究の

新しいパラダイムを提唱することを任務と考えており、本機構を構成する各機関は、それ

ぞれの研究分野におけるわが国の中核的研究拠点、国際的共同研究拠点として、基盤的研

究を深める一方、学問的伝統の枠を超えて相補的に結びつき、国内外の大学等研究拠点と

の連携を強めて、現代社会における諸課題の解明と解決に挑戦し、真に豊かな人間関係の

実現に向けた、人間文化研究によるイノベーションすなわち新たな価値の創造を目指して

いる。 

一方、これらの重要な役割が期待されるなか、本機構が所有している施設は、各機関

により団地設立年が異なり、建築後２５年を超えた未改修建物が全体の約７割、また整備

後２５年を超えた基幹設備（ライフライン）が約４割を占め、老朽化が深刻な状況となっ

ている。施設の老朽化は、本機構に限らずわが国全体の問題であり、政府はインフラの戦

略的な維持管理・更新等を推進するため「インフラ長寿命化基本計画」（平成２５年１１

月）を策定し、それを踏まえ、文部科学省は、所管または管理する施設の維持管理等を着

実に推進するための、中期的な取り組みの方向性を明らかにするため「文部科学省インフ

ラ長寿命化計画（行動計画）」（平成２７年３月）を策定した。本機構は、それにより

「人間文化研究機構インフラ長寿命化（行動計画）」（以下、「行動計画」という。）を

平成３０年３月に策定し、所有する施設を適切に維持管理及び改修・更新（以下、「改

修」という。）を行うことにより、長寿命化を実現させる方針とした。 

以上のような背景及び目的を踏まえ、本機構が所有している施設の長寿命化を実現す

るための指針となる「人間文化研究機構インフラ長寿命化（個別施設計画）」（以下、

「個別施設計画」という。）を策定し、当該計画に基づき取組を推進する。 
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第２章 

個別施設計画の策定に向けて 
 

１．対象施設 

個別施設計画の対象とする施設は、各機関の各団地における、教育研究活動に必要か

つ重要な建物４４棟、延べ床面積１５３，１２３㎡及びライフライン設備（基幹設備）と

する。表Ⅱ－１に各団地の概要、図Ⅱ－１に各団地位置図、表Ⅱ－２に各団地における所

有建物一覧表を示す。 

 

団 地 

名 
機 関 名 所在地 

土地面積（㎡） 建 物 

所有 借入 
所有面積

（㎡） 
棟数 

立川 
国文学研究資料館 

（以下、「国文研」） 

東京都 

立川市 
１８，３０８    ０ １６，７５２ ３  

城内－１ 
国立歴史民俗博物館 

（以下、「歴博」） 

千葉県 

佐倉市 
１１５，２５６    ０ ３７，６８１ １４  

城内－２ 
千葉県 

佐倉市 
１４，２６３    ０    ４１０ ２  

桂坂 
国際日本文化研究センター 

（以下、「日文研」） 

京都府 

京都市 
３１，１２０     ０ １８，７３９ １４ 

上賀茂 
総合地球環境学研究所 

（以下、「地球研」） 

京都府 

京都市 
３１，４５３     ０ １２，８８７ ２ 

万博記念

公園 

国立民族学博物館 

（以下、「民博」） 

大阪府 

吹田市 
     ０ ４０，８２１ ５２，６４８ ６  

立川２ 
国立国語研究所 

（以下、「国語研」） 

東京都 

立川市 
２３，９８０     ０ １４，００６  ３  

合計 
２３４，３８０ ４０，８２１ 

１５３，１２３ ４４  
２７５，２０１ 

 

【表Ⅱ－１ 各団地の概要】 
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各機関の各団地が所有する施設は、国立大学法人のように複数棟の主要建物を所有す

るのと異なり、教育研究活動の主体となる主要建物として、大規模建物が概ね１棟あり、

それに関連する数棟の建物で構成されている特性がある。 

個別施設計画の対象建物は、各機関とも各団地の主要建物を確実に長寿命化させるこ

ととし、１００㎡を超えない小規模な倉庫、渡り廊下、ゲート、外部便所、設備置き場等

（全７棟）は、減価償却資産の耐用年数（※）を迎える時期に長寿命化させるべきか検討

することとする。 

（※建物の耐用年数 ＲＣ／ＳＲＣ造：５０年 重量Ｓ造：３８年 軽量Ｓ造：３０年  

Ｂ造：４１年  Ｗ造：２４年） 

 

 

 

【図Ⅱ－１ 各団地位置図】 

国立歴史民俗博物館

国立歴史民俗博物館

国際日本文化研究センター

総合地球環境学研究所

国立民族学博物館

国立国語研究所

団地番号

②

③

④

⑤

機　関  名

大阪府吹田市千里万博公園１０－１

国文学研究資料館

⑥

⑨

⑪

⑭

所    在    地団 地 名

立川

神谷町

城内－１

城内－２

桂坂

上賀茂

万博記念公園

立川 ２

東京都立川市緑町１０－３

東京都港区虎ノ門４－３－１３

千葉県佐倉市城内町１１７

千葉県佐倉市城内町１１７

京都府京都市西京区御陵大枝山町３－２

京都府京都市北区上賀茂本山４５７－４

東京都立川市緑町１０－２

人間文化研究機構 東京連絡所
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【表Ⅱ－２ 所有建物一覧表】 

立川 総合研究棟Ⅰ 2007 R 6 1 3,414 16,736 16 〇

立川 駐車ゲート 2007 S 1 0 8 8 16

立川 駐車ゲート 2009 S 1 0 8 8 14

16,752

城内－１ 研究実験管理棟 1980 SR 2 1 13,086 22,979 43 〇

城内－１ 収蔵庫 1980 SR 5 2 1,023 6,163 43 〇

城内－１ 渡り廊下 1980 R 0 1 36 36 43

城内－１ 機械棟 1980 R 0 1 1,027 1,136 43 〇

城内－１ ボンベ室 1980 R 1 0 18 18 43

城内－１ 公衆便所 1982 R 1 0 128 128 41 〇

城内－１ 倉庫 1984 R 1 0 42 42 39

城内－１ 研究棟 1986 R 2 1 1,350 4,636 37 〇

城内－１ 年代測定施設（仮設） 2004 S 2 0 118 236 19 〇

城内－１ 資料保管庫 2009 S 1 0 135 135 14 〇

城内－１ 総合研究棟 2014 R 2 1 464 1,140 9 〇

城内－１ 団体休憩所 2015 S 1 0 274 274 8 〇

城内－１ 国際交流棟 2016 R 3 0 289 727 7 〇

城内－１ 駐輪場 2020 S 1 0 31 31 3

城内－２ 研究員宿泊棟 1984 R 1 0 363 363 39 〇

城内－２ 管理室・便所 1995 W 1 0 51 47 28 〇

38,091

桂坂 南研究棟 1990 R 3 0 921 1,721 33 〇

桂坂 研究交流棟 1990 R 3 1 572 837 33 〇

桂坂 第１共同研究室 1990 R 1 1 398 442 33 〇

桂坂 国際交流棟 1990 R 1 0 1,094 797 33 〇

桂坂 情報・管理棟 1990 R 3 0 1,663 3,043 33 〇

桂坂 図書館 1990 R 2 0 555 833 33 〇

桂坂 北研究棟 1991 R 3 0 998 2,113 32 〇

桂坂 講堂 1993 R 2 0 2,276 2,239 30 〇

桂坂 福利施設棟 1993 R 2 0 623 1,130 30 〇

桂坂 日文研ハウス（世帯用） 1994 R 3 0 443 915 29 〇

桂坂 図書資料館 1994 R 3 0 568 1,398 29 〇

桂坂 日文研ハウス（単身用） 1999 R 3 0 271 672 24 〇

桂坂 第２図書資料館（外書館） 2010 R 4 0 405 1,051 13 〇

桂坂 第３図書資料館（映像音響館） 2014 R 4 0 578 1,548 9 〇

18,739

上賀茂 地球研本館 2005 R 2 1 5,626 11,927 18 〇

上賀茂 地球研ハウス 2005 R 2 1 640 960 18 〇

12,887

万博記念公園 博物館本館 1977 SR 4 0 10,547 30,974 46 〇

万博記念公園 講堂 1981 SR 3 1 1,375 3,704 42 〇

万博記念公園 第８展示棟 1983 SR 4 0 1,746 4,816 40 〇

万博記念公園 特別展示館 1989 SR 4 1 1,566 5,292 34 〇

万博記念公園 第７展示棟 1996 SR 4 1 1,855 6,439 27 〇

万博記念公園 多機能資料保管庫 2013 S 2 0 1,088 1,423 10 〇

52,648

立川2 本館 2005 R 4 1 4,211 13,951 18 〇

立川2 発電機棟 2005 R 1 0 39 39 18

立川2 ゴミ集積場 2005 R 1 0 16 16 18

14,006

合計 153,123

建築面積
[㎡]

延べ床面積
[㎡]

経年
[年]

長寿命化
対象建物

機関名 団地名 棟名称
建築年
[年]

構造
地上階
[階]

地下階
[階]

機関の計

国立民族学
博物館

機関の計

機関の計

機関の計

機関の計

機関の計

国立国語研
究所

国文学研究
資料館

国立歴史民
俗博物館

国際日本文
化研究セン
ター

総合地球環
境学研究所
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２．計画期間 

個別施設計画の計画期間（以下、「計画期間」という。）は、実現性のある計画とす

るため、第３期中期計画の５年度目である令和２年度から、２期先の第５期中期計画の最

終年度である令和１５年度までの１４年間とする。 

ただし、施設の長寿命化を目指すために、計画期間に限らず、中長期的な改修計画を

立てることとし、計画期間は、より具体的な実現性のある計画とするために、毎年度の整

備内容、不測の災害、本機構の方向性及び社会情勢等の変化に応じて適宜見直しを行う。 

なお、個別施設計画は、当該計画期間の最終年度に、２期先の中期計画の最終年度ま

でを新たな計画期間として更新し、継続的な取組として運用を行う。 
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３．個別施設計画の位置づけ 

個別施設計画の位置づけについて、図Ⅱ－２に体系を示す。政府がインフラの戦略的

な維持管理・更新等を推進するため「インフラ長寿命化基本計画」（平成２５年１１月）

を策定し、文部科学省は各設置者における所管施設等の長寿命化への取り組みを推進する

ため「文部科学省インフラ長寿命化（行動計画）」（平成２５年３月）に策定、令和３年

３月改定し、本機構は、それに基づき平成３０年３月に行動計画を策定、令和６年３月に

改定した。 

また、平成２４年度に中長期的な施設・設備の整備計画として「人間文化研究機構施

設・設備整備基本計画」（以下、「施設・設備基本計画」という。）を策定し、毎年度見

直し運用しているため、個別施設計画は、行動計画及び施設・設備基本計画の内容と整合

を取り策定し、今後は、個別施設計画による施設の適切な維持管理及び改修を推進するこ

ととする。 

 

 

 

 

【図Ⅱ－２ 個別施設計画の位置づけ体系図】 

【国】インフラ長寿命化基本計画

（平成２５年１１月策定）

【文部科学省】インフラ長寿命化（行動計画）

（平成２７年３月策定）

（令和３年３月改定）

【人間文化研究機構】

インフラ長寿命化（行動計画）

（平成３０年３月策定）

（令和６年３月改定）

本計画

【人間文化研究機構】インフラ長寿命化

（個別施設計画）

【人間文化研究機構】

施設・設備整備基本計画

（平成２４年度策定

・毎年更新）

個別施設計画による適切な維持管理及び改修の推進により、施設の長寿命化を実現 

基本計画等に 

より策定 

行動計画に 

より策定 従来からの 

計画も反映 
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４．財源 

個別施設計画により、施設の長寿命化を実現するため、適切な維持管理及び改修を推

進するための財源を確保する。内容及び予算規模により、以下の予算で計画を立てる。 

（１） 補助金等 

１）施設整備費補助金 

毎年度、概ね２，５００万円を超える、施設の新増築、改修及び基幹・環境整備

事業について、次年度に実施すべき事業として、文部科学省に概算要求した事業か

ら、当該年度の補正予算及び次年度当初予算として交付される国庫予算をいう。現

状では、施設・設備基本計画の中長期的な整備計画により、必要性・重要性・緊急

性を考慮し、概算要求を行っている。 

  ２）施設費交付金 

毎年度、概ね２，５００万円以下の、施設の新増築、改修及び基幹・環境整備事

業として、毎年度当初に独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に予算要求し、

交付される国庫予算をいう。現状では毎年度の予算額が減少傾向にあるが、限られ

た範囲にて、必要性・重要性・緊急性の観点で実施する事業を決定している。 

（２） 自己財源 

１）基幹運営費交付金 

 毎年度配分され、各機関において、本予算のうち、施設の維持管理費として、修

繕費、点検保守費、運転監視費、廃棄物処分費、緑地管理費、校地維持費、清掃

費、警備費、電話交換業務等を捻出し、また計画的な施設整備にも活用されてい

る。 

２）その他 

その他、機構長が決定することにより施設整備にもあてることができる予算とし

て目的積立金、減価償却引当特定資産の取崩し等があり、本機構において必要かつ

重要とみなされた施設整備にも活用されている。 

目的積立金：国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則第４４条

第３項の規定にもとづき承認を受けた積立金をいう。 

機構長裁量経費：国立大学法人運営費交付金において、教育研究の活性化、機構の

強み・特色となる分野の醸成、機構長を支援する体制の強化など、業務運営の改善

を図ることを目的とした予算をいう。 



 

 

9 

５．個別施設計画の考え方 

（１）従来の改修・改築 

政府及び文部科学省からのインフラ長寿命化の方針が示される以前は、建物の耐用年数

（※）により、概ねの改修及び改築の時期を想定し、施設の老朽化による故障や不備が発

生し、その頻度が顕著になった段階で改修及び改築（取りこわし、再構築）を計画する

等、事後対応による整備が多かった。（以下、「従来の改修・改築」という。）しかし、

事後対応では、適切な改修時期を逃すことで整備規模が大きくなりやすく、より多くの整

備費用や整備期間を要すことがあり、また、計画的に予算確保ができず、教育研究活動に

支障をきたすことがあった。 

（※建物の減価償却資産の耐用年数 ＲＣ／ＳＲＣ造：５０年  重量Ｓ造：３８年  

軽量Ｓ造：３０年  Ｂ造：４１年  Ｗ造：２４年） 

従来の改修・改築により、本機構における主要建物を建設後５０年目に改築、２５年目

に大規模改修を行うと想定したイメージを図Ⅱ－３に示す。 

 

（２）長寿命化の改修計画 

従来の改修・改築に対して、行動計画により、予防保全的に施設を維持管理し、計画

的に改修を行うことにより、施設の長寿命化を図ることが可能となる改修計画を「長寿命

化の改修計画」とする。 

長寿命化の改修計画では、本機構の対象建物について、従来の改修・改築に対して施設

を維持する年数を２倍とし、建設後約１００年間使用し続けることを目指すこととする。

そのためには、適切な時期に予防保全を兼ねた改修を行う必要があり、改修の規模や内容

により「大規模改修」「中規模改修」「部位ごとの改修」に分類し、計画を立てる。 

大規模改修を建設後４０年目に計画し、表Ⅱ－３に示す施設の部位ごとに改修・更新周

期（以下、「改修周期」という。）を設定し、施設の複数部位をまとめて改修する中規模

改修を大規模改修の前後２０年に計画し、６０年目に計画する中規模改修の実施後は、必

要な部位に限り改修を行うことで建物機能を維持し、１００年間のトータルコストの軽減

を目指すこととする。 

長寿命化の改修計画のイメージを図Ⅱ－４に示す。 
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【図Ⅱ－３ 従来の改修・改築 イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中規模改修１：改修周期と劣化状況より施設の複数部位をまとめた改修（居付き改修） 

大規模改修  ：改修範囲を原則無人とし、内装仕上材及び建物の躯体等を含めた全体改修 

中規模改修２：大規模改修後に改修周期と劣化状況により施設の複数部位をまとめた改修 

（居付き改修）以降、機能維持のため、必要な部位に限った改修を計画 

改     築：取りこわし、再構築 

 

【図Ⅱ－４ 長寿命化の改修計画 イメージ】 

大規模改修 大規模改修 改築 改築 

大規模改修 中規模改修１ 中規模改修２ 改築 

経年による機能劣化 

経年［年］ 
 

  

 

施設機能に支障が発生する水準 
改築水準 

建物水準 

 

 

施設機能に社会が要求する水準 

経年［年］ 

経年による機能劣化 

施設機能に支障が発生する水準 

改築水準 
改築 

施設機能に社会が要求する水準 

 

 

建物水準 

改築 改築 
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【表Ⅱ－３ 長寿命化の改修計画 施設の部位（改修・更新対象項目）】 

施設の部位 

（改修・更新対象項目） 

摘  要 

改修・更新 

目安周期

（年) 

参考 

（法定耐用年数等） 

建物関係 

屋上防水  ２０ 保証：10 年 

外装仕上  ２０ 保証：10 年 

建  具 外部・内部 ２０  

変電設備  ２５ 法定耐用年数：15 年 

防災設備 自動火災報知、非常放送 ２０ 法定耐用年数：15 年 

空調設備  ２０ 法定耐用年数：15 年 

照明設備  ２０  

給排水設備  ２０ 法定耐用年数：15 年 

換気設備  ２０  

消火ポンプ設備  ２０ 法定耐用年数：15 年 

排水ポンプ設備  ２０ 法定耐用年数：15 年 

昇降機  ２５ 法定耐用年数：17 年 

ライフラ

イン 

特高受変電設備  ２５  

自家用発電設備  ２５ 法定耐用年数：15 年 

中央監視設備  ２５  

給水ポンプ設備  ２０ 法定耐用年数：15 年 

受水槽設備 FRP・SUS ２０・４５ 法定耐用年数：15 年 

排水処理設備 水槽、タンク、制御盤等 ３０  

冷凍機設備  ３０  

屋外給水管 SGP-白－ライニング管等 ３５ 法定耐用年数：15 年 

屋外ガス･消火管 SGP-白－ライニング管等 ３５ 法定耐用年数：15 年 

屋外排水管 基幹排水管を含む ５０ ﾒｰｶｰ等耐用年数:50 年 

屋外電力線  ３５ 法定耐用年数：25 年 

屋外通信線  ３５ 法定耐用年数：27 年 

校地維持 

舗装等 側溝・縁石等を含む － 使用頻度・環境による 

擁壁  － 環境等による 

囲障  － 環境等による 

外灯設備  ２５ 法定耐用年数：15 年 
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（３）改修の種類 

長寿命化の改修計画における、改修の種類を以下に示す。 

１）大規模改修：施設の全体改修 

建設後４０年を目安とした大規模改修であり、原則建物を無人にして、表Ⅱ－３に

示す施設の部位に加え、内装仕上材及び躯体改修等も含めた総合的な改修をいう。 

 

２）中規模改修：施設の複数部位の改修 

建設後及び大規模改修後２０年を目安として、表Ⅱ－３に示す施設の複数部位につ

いて、予防保全を兼ねてまとめて実施する改修をいう。原則居付き改修（建物を無人

としない改修）とし、必要性・重要性・緊急性が高く関連する施設の部位を同時期に

改修することで、部位ごとに単独で改修するよりトータルコスト及び工事期間を低減

できるよう計画する。 

 

３）部位ごとの改修：施設の各部位の改修 

大規模改修計画年度、中規模改修計画年度及び改築計画年度まで維持することが困

難と考えられる施設の部位の改修をいう。原則居付き改修とし、表Ⅱ－３に示す施設

の部位ごとの改修周期を目安として計画する。 

 

（４）改修の優先度 

長寿命化の改修計画において、特定の年度に複数の改修が計画され、同時に行うこと

が適当ではないと考えられる場合の優先度は、図Ⅱ－５により、必要性・重要性（教育

研究への影響）を３段階、緊急性（劣化状況・法改正等）を３段階として、４段階で判

断し順位付けを行う。 

 

 

【図Ⅱ－５ 改修の優先度】 

３ ２ 
優先度 

１ 

４ ３ ２ 

４ ４ ３ 

３     ２     １ 

(小)     （中）   （高） 

１（高） 

 

２（中） 

 

３（小） 
緊急性 

（劣化状況・法改正等） 

必要性・重要性 

（教育研究への影響） 
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第３章 

個別施設の状態等（状態把握） 
 

１．対象施設の経年 

本機構の所有する建物の経年を以下に示す。長寿命化の改修計画により、建設後４０

年目に計画する大規模改修の実施時期を既に過ぎている建物は、民博の博物館本館及び歴

博の研究実験管理棟で、本機構全所有面積の４６％、約７万㎡となっており、今後１０年

間のうちに大規模改修の時期を迎える建物は更に１５％、約２万㎡が追加され、機関別で

は歴博、民博及び日文研が占め、本機構全所有面積の６割を超える。なお、昭和５６年以

前設計の旧耐震基準の建物は、前記民博の博物館本館のみで、耐震補強は措置済みであ

る。 

【図Ⅲ－１ 経年別 建物面積】 

【図Ⅲ－２ 団地別 建物経年面積】 
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次に本機構の所有する主要設備の経年を表Ⅲ－１及び図Ⅲ－３、ライフライン設備の

経年を表Ⅲ－２及び図Ⅲ－４に示す。 

経年２５年を超える主要設備は、高圧受変電設備、受水槽であり、今後１０年間で、

高圧受変電設備は約４割、受水槽は約 7 割、冷凍機設備は約６割が経年２５年を超え、改

修の時期を迎える。ライフライン設備は、主要設備より耐用年数は長いが、経年２５年を

超える整備当初の屋外埋設管類（電力・排水・給水）が約７割を占めることから、改修計

画を立てることが必要である。 

 

 

 

【表Ⅲ－１  図Ⅲ－３ 主要設備経年割合】 

項　目
10年未満
（更新済）

10年以上
15年未満

15年以上
20年未満

20年以上
25年未満

25年以上 合計 単位

高圧受変電設備 7% 50% 23% 0% 20% 18,930 KVA
自家発電設備 41% 35% 24% 0% 0% 3,530 KVA
中央監視制御設備 19% 57% 24% 0% 0% 6,189 監視点数
受水槽設備 15% 17% 38% 0% 30% 315 m3
冷凍機設備 20% 24% 0% 56% 0% 6,630 KW
太陽光発電設備 0% 43% 57% 0% 0% 141 KW
ボイラ設備 100% 0% 0% 0% 0% 0.5 t/h
特別高圧受変電設備 100% 0% 0% 0% 0% 4,000 KVA
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【表Ⅲ－２  図Ⅲ－４ 主要設備経年割合】 

 

維持管理費及び水道光熱費について、本機構の平成２６年度より令和元年度までの６

年間の実績を表Ⅲ－３及び図Ⅲ－５に、同じく水道光熱費を表Ⅲ－４及び図Ⅲ－６に示

す。施設の修繕費は増加の傾向にあり、平成２６年度と令和元年度を比べると約１．３倍

に増額し、劣化による故障や不具合が増え、修繕及び改修を実施していることがわかる。

また、それに伴い、故障や不具合を未然に防ぐための予防保全として不可欠である点検保

守費も増加の傾向にあり、今後も増加することが考えられるため、予算の確保が必要とな

る。 

水道光熱費は、本機構全体の取組として省エネルギーへの意識啓発を図り、施設の改

修において省エネルギー対応機器を積極的に導入する等、エネルギー消費効率改善の目標

（年１％）のため、今後も継続的に推進する。 

 

項目
10年未満
（更新済）

10年以上
15年未満

15年以上
20年未満

20年以上
25年未満

25年以上 合計(ｍ)

屋外ガス管 0% 0% 62% 15% 23% 1,096
屋外給水管 13% 0% 23% 0% 64% 3,922
屋外排水管 3% 3% 28% 0% 66% 7,041
屋外冷暖房管 1% 94% 5% 0% 0% 2,427
屋外電力線 6% 4% 14% 0% 76% 39,768
屋外通信線 56% 39% 1% 1% 3% 13,517
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【表Ⅲ－３ 図Ⅲ－５ 維持管理費６年間比較】 

【表Ⅲ－４ 図Ⅲ－６ 水道光熱費６年間比較】 

維持管理費項目 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

①修繕費 140,872 263,976 209,906 270,811 215,763 176,362

②点検保守費 89,329 91,468 99,178 92,517 104,589 80,236

③運転監視費 74,870 83,962 83,635 83,742 84,758 112,680

④廃棄物処分費 6,796 6,012 6,257 8,122 6,815 8,210

⑤緑地管理費 25,527 24,633 29,406 29,549 24,192 23,751

⑥校地維持費 0 16,579 9,422 28,545 7,201 19,744

⑦清掃費 40,998 39,520 46,082 50,357 55,720 49,646

⑧警備費 103,066 119,016 120,833 123,320 150,162 149,155

⑨電話交換業務 6,662 6,834 6,764 2,848 2,969 2,768

計 488,120 652,000 611,483 689,811 652,169 622,552

水道光熱費項目 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

①電気料 330,499 302,250 260,758 267,632 276,341 267,230

②ガス料 57,520 42,268 37,778 41,595 42,877 40,626

③水道料 18,035 17,776 17,848 18,056 20,156 15,396

④燃料費 294 105 76 197 216 106

計 406,348 362,399 316,460 327,480 339,590 323,358
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２．劣化状態の把握（点検・調査） 

長寿命化の改修計画における施設の劣化状態を把握するため、点検・調査が重要かつ

不可欠である。経年数や耐用年数に限らず、使用頻度や使用時間、また、設置場所や使用

環境によって劣化状態は異なることから、毎年度文部科学省に提出する実態の報告及び各

種調査、建築基準法及び消防法等関係法令による点検報告及び日常点検・調査により、施

設の各部位ごとの劣化状態を把握する。 

毎年度の点検・調査結果を継続的に把握できるよう、施設の部位ごとに、以下５段階

劣化目安及び具体的な内容について記録をつける。それにより、少額修繕や部品交換等に

より改修時期を遅らせることが可能か、予防保全により早期に改修することで、将来の改

修費用を削減できるか等、中長期的なコスト比較を行い、改修の時期、範囲及び内容等を

検討する。 

【老朽化等による５段階劣化目安】 

１，劣化無し 

２，劣化による不具合が多少見受けられるが応急修繕や部品交換等は必要無い 

３，劣化による不具合が見受けられるが応急少額修繕や部品交換等で対応可 

４，劣化による不具合により頻繁に応急修繕や部品交換等が生じ改修計画が必要 

５，劣化による不具合が顕著で改修が必要 
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第４章 

個別施設計画の対策費用 
 

１．長寿命化の改修計画に必要な対策費用の概算額算出 

長寿命化の改修計画に必要な対策費用の概算額を把握する必要があるため、本機構に

おいて、対策費用の算出は、以下採用単価に数量を乗じて算出することとする。 

（１）対策費用の概算額等算出に採用する単価の種類 

１）実績による単価（以降「実績単価」という。） 

本機構は、関東と関西に団地が分かれていることから、各団地における新営時の契

約単価に撤去処分費相当額（約５０％）を見込んだ単価、または改修を実施した実

績があればその契約単価を採用する。 

２）文部科学省概算要求時の単価 

『国立大学法人施設整備費等要求書・同関係要領（単価編）』を参考とする単価

（以降「概算要求単価」という。）建物種別による一般工事単価に改修率を乗じた

単価及び特殊工事単価に、撤去処分費相当額（約５０％）を見込んだ単価とし、毎

年度見直すこととする。建物の構成により以下３種類の建物種別単価を採用する。 

【建物種別】 

「図書館」：博物館、講堂等及びそれに関連した利用形態の建物 

「教育・研究施設（文科系学部）」：実験等を行わない居室で構成された建物 

「教育・研究施設（理工系学部）」：実験室等による居室で構成された建物 

３）他工事等の参考単価 

本機構及び他大学等で実施した類似工事の実績を参考とした単価を採用する。 

４）実勢単価 

実際に詳細調査を行い、専門業者の見積徴収等により、概算でなく実勢を確認した

実現可能な単価を採用する。（以下、「実勢単価」という。） 

（２）対策費用の算出 

中長期的に必要な対策費用は、前述の１），２）及び３）の単価により算出した概算

額で計画し、間近に必要な対策費用は、詳細調査を行い、前述の４）の単価により算出し

た実施可能な実勢額を把握し、具体的な予算確保や実施に向けた準備を行うこととする。

施設の部位ごとの採用単価を表Ⅳ－１に示す。 
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施設の部位 

（改修・更新の対象項目） 

 

A 建築 E 電気 M 機械 

摘  要 

改修・更新計画概算額算出単価 

４)実勢

単価 
1)実績

単価 

2)概算要求時単価 
3)参考 

単価 

(他工事等) 

一般単価 

(改修) 
特工単価 

建 

物 

関 

係 

 
 

A 屋上防水   

各
団
地
で
実
際
に
整
備
を
行
っ
た
際
の
実
績
単
価 

○     

詳
細
調
査
に
よ
り
見
積
徴
収
等
で
実
勢
価
格
を
確
認 

A 外装仕上   ○     

A 外部建具   ○     

A 内部建具   ○     

E 変電設備   ○     

E 防災設備 
自動火災報知、非常

放送 
    ○ 

M 空調設備   ○     

E 照明設備   ○     

M 給排水設備   ○     

M 換気設備   ○     

M 消火ポンプ設備     ○   

M 排水ポンプ設備       ○ 

AEM 昇降機     ○   

ラ 

イ 

フ 

ラ 

イ 

ン 

  

 

  

E 特高受変電設備 特高中央監視含む     ○ 

E 自家用発電設備     ○   

E M 中央監視設備 電気・防災・空調     ○ 

M 給水ポンプ設備     ○   

M 受水槽設備 FRP－SUS   ○   

M 排水処理設備 
水槽、タンク、制御

盤等 
    ○ 

M 冷凍機設備     ○   

M 屋外給水管 
SGP-白－ライニン

グ管等 
  ○   

M 屋外ガス･消火管 
SGP-白－ライニン

グ管等 
  ○   

A 屋外排水管 基幹排水管を含む   ○   

E 屋外電力線     ○   

E 屋外通信線     ○   

 

【表Ⅳ－１ 対策費用額算出に採用する単価】 
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第５章 

個別施設計画の作成 
 

１．個別施設計画の作成手順 

長寿命化の改修計画を実現させるため、対象施設の建物及びライフライン設備の中長

期改修・更新計画（以下、「中長期改修計画」という。）を以下の手順で作成する。 

（１） 建物ごと、ライフラインごとに、改修に必要な対策費用の概算額を算定し、大規模

改修を建設後４０年目、中規模改修を同じく２０年目及び６０年目、施設の部位ご

との改修は改修周期の年度に実施することとして年次計画を立てる。 

（２） 上記（１）のうち、本計画期間について実現可能な計画とするため、改修を計画す

る事業（以下、「改修計画事業」という。）は、以下により見直すこととする。 

１）特定の年度に改修計画事業が集中し、同時に実施することが適切でないと考えられ

る場合は、改修の優先度より順位付けを行う。 

２）施設の部位ごとの改修計画事業を計画する年度の間近に、大規模改修または中規模

改修を計画している場合は、部位ごとの改修は少額修繕等の応急対応により改修時

期を遅らせ、大規模改修または中規模改修に合わせて実施する等、効率の良い改修

計画を検討する。 

２．長寿命化の改修計画のコスト比較 

前記１による長寿命化の改修計画による中長期改修計画と、従来の改修・改築を想定

した計画について、本計画期間の対策費用の概算額を比較する。 

図Ⅴ－１は、本機構の所有する対象建物について、従来の改修・改築により、建設後

２５年目に大規模改修を実施し、５０年目に改築することを想定し、計画期間の１４年間

における対策費用の概算額を試算し、グラフ化したものである。残存不具合未改修建物

（既に改修時期を過ぎて未改修の建物）が６機関で合計２２棟あることから、計画期間初

年度に必要な対策費用の概算額が約２０３億円、令和６年度に更に２棟が改築時期を迎

え、約１０３億円、令和９年度に更に３棟が改築時期を迎え、約１６３億円が必要とな

り、計画期間の各年度に必要な対策費用の平均概算額は、毎年度約４４億円となる。 

これに対し、図Ⅴ－２の長寿命化の改修計画による試算では、建設後４０年に満たな

い建物は、中規模改修及び部位ごとの改修を計画的に行うため、棟数は多くなるが、計画

期間の各年度に必要な対策費用の平均概算額は、毎年度約２０億円となる。 
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【図Ⅴ－１ 従来の改修・改築の計画による対策費用の概算額】（令和元年度策定時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図Ⅴ－２ 長寿命化の改修計画による対策費用の概算額】（令和元年度策定時） 
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必要対策概算額（円） 従来の改修・改築 長寿命化の改修計画 

本計画期間(１４年間)対策費用概算額 ６２０億 ２８６億 

本計画期間毎年度の平均対策費用概算額  ４４億  ２０億 

長寿命化の改修計画による効果  － 
１４年間の削減額▲３３４億 
各年度平均削減額  ▲２４億 

 

   【表Ⅴ－１ 長寿命化の改修計画による効果】（令和元年度策定時） 

 

表Ⅴ－１のとおり、長寿命化の改修計画により、計画期間における対策費用のトータ

ルコストの削減効果が見込まれるという結果になった。ただし、今後の課題として、財源

確保への取組及び更なるコスト削減のための中長期改修計画の継続的な見直しが必要かつ

重要であることが明確となった。 
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３．施設の中長期改修計画 

個別施設計画の計画期間における、中長期改修計画を以下に示す。 

（１） 建物関係 

 

     【表Ⅴ－２ 建物関係の改修計画による改修計画事業】（令和元年度策定時） 

２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０３０ ２０３１ ２０３２ ２０３３

改築年(100
年）

中規模改修
年

大規模改修
年（40年）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５

2 立川 1 ○ 総合研究棟Ⅰ 2007 2007 12 2107 2027 2047 870,000 1,230,000 756,233 46,695

2 立川 3 駐車ゲート 2007 2007 12 －

2 立川 4 駐車ゲート 2009 2009 10 －

2 立川 機関の計 870,000 1,230,000 756,233 46,695

4 城内－１ 1 ○ 研究実験管理棟 1980 1980 39 50.6% 2080 2000 2020 1,266,760 1,900,140 190,000 285,000 800,000 1,200,000 680,000 1,020,000

4 城内－１ 2 ○ 収蔵庫 1980 1980 39 49.0% 2080 2000 2020 770,000 770,000 2,310,000

4 城内－１ 3 渡り廊下 1980 1980 39 －

4 城内－１ 4 ○ 機械棟 1980 1980 39 50.1% 2080 2000 2020 660,000

4 城内－１ 5 ボンベ室 1980 1980 39 －

4 城内－１ 6 ○ 公衆便所 1982 1982 37 52.0% 2082 2002 2022 31,915

4 城内－１ 7 倉庫 1984 1984 35 －

4 城内－１ 8 ○ 研究棟 1986 1986 33 47.6% 2086 2006 2026 340,000 510,000 250,000

4 城内－１ 9 ○ 年代測定施設（仮設） 2004 2004 15 2104 2024 2044

4 城内－１ 10 ○ 資料保管庫 2009 2009 10 2109 2029 2049 10,656

4 城内－１ 11 ○ 総合研究棟 2014 2014 5 2114 2034 2054

4 城内－１ 12 ○ 団体休憩所 2015 2015 4 2115 2035 2055

4 城内－１ 13 ○ 国際交流棟 2016 2016 3 2116 2036 2056

5 城内－２ 1 ○ 研究員宿泊棟 1984 1984 35 51.8% 2084 2004 2024

5 城内－２ 2 ○ 管理棟・便所 1995 1995 24 48.5% 2095 2015 2035

5 城内－２ 機関の計 1,266,760 2,670,140 960,000 2,595,000 1,460,000 1,540,000 1,190,000 1,270,000 31,915 10,656

6 桂坂 1 ○ 南研究棟 1990 1990 29 19.5% 2090 2010 2030 10,130 16,741 84,422 42,313

6 桂坂 2 ○ 研究交流棟 1990 1990 29 32.8% 2090 2010 2030 4,927 8,142 78,189

6 桂坂 3 ○ 第１共同研究室 1990 1990 29 32.6% 2090 2010 2030 2,602 4,300 40,998

6 桂坂 4 ○ 国際交流棟 1990 1990 29 32.5% 2090 2010 2030 4,691 7,753 73,524

6 桂坂 5 ○ 情報・管理棟 1990 1990 29 39.5% 2090 2010 2030 17,911 29,600 352,111

6 桂坂 6 ○ 図書館 1990 1990 29 31.9% 2090 2010 2030 4,903 8,103 75,236

6 桂坂 7 ○ 北研究棟 1991 1991 28 30.1% 2091 2011 2031 12,437 20,554 178,299

6 桂坂 8 ○ 講堂 1993 1993 26 32.4% 2093 2013 2033 13,179 21,780 206,145

6 桂坂 9 ○ 福利施設棟 1993 1993 26 33.4% 2093 2013 2033 6,651 10,992 107,650

6 桂坂 10 ○ 日文研ハウス（世帯用） 1994 1994 25 32.7% 2094 2014 2034 5,386 8,901 85,176

6 桂坂 11 ○ 図書資料館 1994 1994 25 34.8% 2094 2014 2034 8,229 13,599 139,743

6 桂坂 12 ○ 日文研ハウス（単身用） 1999 1999 20 26.4% 2099 2019 2039 3,955 6,537 64,909

6 桂坂 13 ○ 第２図書資料館（外書館）2010 2010 9 2110 2030 2050 109,367

6 桂坂 14 ○ 第３図書資料館（映像音響館）2014 2014 5 2114 2034 2054

6 桂坂 機関の計 95,000 157,000 162,611 114,522 427,346 384,445 192,826 314,019 42,313

9 上賀茂 1 ○ 地球研本館 2005 2005 14 2105 2025 2045 640,000 960,000 91,427

9 上賀茂 2 ○ 地球研ハウス 2005 2005 14 2105 2025 2045 110,000 25,310

9 上賀茂 機関の計 750,000 960,000 116,736

11
万博記念
公園

1 ○ 博物館本館 1977 1977 42 44.1% 2077 1997 2017 440,880 661,320 466,400 699,600 274,800 274,800 824,400

11
万博記念
公園

2 ○ 講堂 1981 1981 38 45.7% 2081 2001 2021 186,417 279,626

11
万博記念
公園

3 ○ 第８展示棟 1983 1983 36 56.1% 2083 2003 2023 242,383 363,574

11
万博記念
公園

4 ○ 特別展示館 1989 1989 30 53.3% 2089 2009 2029 1,125,291

11
万博記念
公園

5 ○ 第７展示棟 1996 1996 23 51.6% 2096 2016 2036 1,162,368

11
万博記念

公園
6 ○ 多機能資料保管庫 2013 2019 100 20 40 147,401

11 万博記念公園 機関の計 440,880 661,320 466,400 699,600 274,800 274,800 824,400 428,800 1,805,568 1,125,291 147,401

14 立川2 1 ○ 本館 2005 2005 14 2105 2025 2045 649,359 959,589 104,800 218,863

14 立川2 2 発電機棟 2005 2005 14 －

14 立川2 3 ゴミ集積場 2005 2005 14 －

14 立川2 機関の計 649,359 959,589 104,800 218,863

1,707,640 3,331,460 2,296,400 3,389,600 1,891,800 3,376,770 4,048,511 3,460,946 2,978,161 1,328,773 649,619 46,695 189,714

※ＦＣＩ評価：残存不具合率＝残存不具合額（円）／施設複製価格（円）×１００（％）

国文学研究
資料館

国立国語研
究所

国立民族学
博物館

総合地球環
境学研究所

国際日本文
化研究セン

ター

国立歴史民
俗博物館

長寿命化の改修計画

本機構の計

長寿命
化させ

る建物

棟名称 建築年

最終改修
年（未改

修は建設
年）

経年
（2019時

点）

ＦＣＩ評

価（％）
機関名

団地

番号
団地名 棟番号
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（２） ライフライン設備 

 

   【表Ⅴ－３ ライフラインの改修計画による改修計画事業】（令和元年度策定時） 

２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０３０ ２０３１ ２０３２ ２０３３

機関名

団
地
番
号

団地名
整備年
（西
暦）

工種 対象項目
改修目
安

最終改
修年
（未改
修は建

設年）

残存未
改修1回

目

第1回
改修年

第2回
改修年

経年
(2019時
点）

劣化具合
１なし

２少し
３中
４酷い

５改修必要

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５

2 立川 2007 電気設備 高圧受変電設備 25 2007 2032 2057 12 2 13,545

2 立川 2007 電気設備 自家用発電設備 25 2007 2032 2057 12 1 72,693

2 立川 2007 機械設備 受水槽設備（ＦＲＰ） 25 2007 2032 2057 12 1 12,182

2 立川 2007 電気設備 屋外電力線 35 2007 2042 2077 12 1 51,290

2 立川 0 0 0 0 0 0 0 51,290 0 0 0 0 84,875 0

4 城内－１ 1980 機械設備 給水ポンプ設備 20 2013 2033 2053 6 1 74,250

4 城内－１ 1980 機械設備
自家発燃料タンク（地
下タンク）

30 1980 2010 2040 2070 39 3 138,600

4 城内－１ 1980 機械設備 屋外給水管（白） 35 1980 2015 2050 2085 39 3 156,600

4 城内－１ 1980 機械設備 屋外ガス管 35 1980 2015 2050 2085 39 3 155

4 城内－１ 1980 建築
屋外配水管（基幹排水

管含む）
50 1980 2030 2080 39 3 55,000

4 城内－１ 1980 建築
屋外配水管（基幹排水
管含む）

50 1980 2030 2080 39 3 52,500

4 城内－１ 1980 建築
屋外配水管（基幹排水
管含む）

50 1980 2030 2080 39 3 52,500

4 城内－１ 1980 建築
屋外配水管（基幹排水
管含む）

50 1980 2030 2080 39 3 45,000

4 城内－１ 1980 建築
屋外配水管（基幹排水

管含む）
50 1980 2030 2080 39 3 55,000

4 城内－１ 1980 建築
屋外配水管（基幹排水
管含む）

50 1980 2030 2080 39 3 52,500

4 城内－１ 1980 建築
屋外配水管（基幹排水
管含む）

50 1980 2030 2080 39 3 52,500

4 城内－１ 1980 建築
屋外配水管（基幹排水
管含む）

50 1980 2030 2080 39 3 45,000

4 城内－１ 1980 電気設備 屋外電力線 35 1980 2015 2050 2085 39 3 55,000

4 城内－１ 1980 電気設備 屋外電力線 35 1980 2015 2050 2085 39 3 52,500

4 城内－１ 1980 電気設備 屋外電力線 35 1980 2015 2050 2085 39 3 52,500

4 城内－１ 1980 電気設備 屋外電力線 35 1980 2015 2050 2085 39 3 45,000

4 城内－１ 1980 電気設備 屋外通信線 35 1980 2015 2050 2085 39 3 55,000

4 城内－１ 1980 電気設備 屋外通信線 35 1980 2015 2050 2085 39 3 52,500

4 城内－１ 1980 電気設備 屋外通信線 35 1980 2015 2050 2085 39 3 52,500

4 城内－１ 1980 電気設備 屋外通信線 35 1980 2015 2050 2085 39 3 45,000

4 城内－１ 138,600 220,000 210,000 210,000 180,000 0 0 0 156,755 0 0 0 0 74,250

6 桂坂 1990 電気設備 自家用発電設備 25 1993 2018 2043 2068 26 5 126,000

6 桂坂 1990 電気設備 中央監視設備 25 2005 2030 2055 14 5 30,240

6 桂坂 1990 機械設備 給水ポンプ設備 20 2004 2024 2044 15 4

6 桂坂 1990 機械設備 受水槽設備（ＦＲＰ） 30 1990 2020 2050 2080 29 4

6 桂坂 1990 機械設備 冷凍機設備 30 1993 2023 2053 26 4 80,300

6 桂坂 1990 機械設備
屋外給水管（ライニン
グ管）

35 1990 2025 2060 29 3受水槽に含む

6 桂坂 1990 建築
屋外配水管（基幹排水
管含む）

50 1990 2040 2090 29 4 121,000

6 桂坂 1990 電気設備 屋外電力線 35 1990 2025 2060 29 3 325

6 桂坂 1990 電気設備 屋外通信線 35 1990 2025 2060 29 3 2,200

6 桂坂 1990 機械設備 屋外ガス管 35 1990 2025 2060 29 2 2,930

6 桂坂 135,300 126,000 121,000 0 0 0 0 0 5,455 0 30,240 0 0 0

9 上賀茂 2005 電気設備 高圧受変電設備 25 2005 2030 2055 14 2

9 上賀茂 2005 電気設備 自家用発電設備 25 2005 2030 2055 14 2 56,250

9 上賀茂 2005 電気設備 中央監視設備 25 2005 2030 2055 14 2 62,387

9 上賀茂 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 118,637 0 0 0

11 万博記念公園 1977 機械設備 給水ポンプ設備 20 1996 2016 2036 2056 23 3

11 万博記念公園 1977 機械設備 受水槽設備（ＳＵＳ） 25 1996 2021 2046 23 3

11 万博記念公園 1977 機械設備 排水処理設備（水槽） 30 1977 2007 2037 2067 42 4 0

11 万博記念公園 1977 機械設備 冷凍機設備 30 2001 2031 2061 18 4 249,000

11 万博記念公園 1977 機械設備 冷凍機設備 30 1999 2029 2059 20 4 379,500

11 万博記念公園 1977 機械設備
屋外給水管（ライニン
グ管）

35 1977 2012 2047 2082 42 3 2,558

11 万博記念公園 1977 建築
屋外配水管（基幹排水
管含む）

50 1977 2027 2077 42 1 63,000

11 万博記念公園 1977 建築
屋外配水管（基幹排水
管含む）

50 1977 2027 2077 42 1 85,000

11 万博記念公園 1977 電気設備 屋外通信線 35 1977 2012 2047 2082 42 3 393

11 万博記念公園 1977 電気設備 屋外ガス管 30 1977 2007 2037 2067 42 3 上記に含む

11 万博記念公園 1977 電気設備 屋外ガス管 30 1977 2007 2037 2067 42 3 上記に含む

11 万博記念公園 449,900 249,000 0 63,000 85,000 0 0 0 2,951 0 0 0 0 0

14 立川２ 2005 電気設備 高圧受変電設備 25 2005 2030 2055 14 3 199,029

14 立川２ 2005 電気設備 自家用発電設備 25 2005 2030 2055 14 3 112,746

14 立川２ 2005 電気設備 中央監視設備 25 2005 2030 2055 14 5 35,000

14 立川２ 2005 電気設備 中央監視設備 25 2005 2030 2055 14 3 13,558

14 立川２ 2005 電気設備 屋外電力線 35 2005 2040 2075 14 5 27,549

14 立川２ 35,000 0 0 0 0 27,549 0 0 0 0 325,333 0 0 0

758,800 595,000 331,000 273,000 265,000 27,549 0 51,290 165,160 0 474,210 0 98,420 74,250

国文学研究資
料館

国立歴史民俗
博物館

国際日本文化
研究センター

総合地球環境

学研究所

国立民族学博

物館

機関の計

本機構の計

国立国語研究
所

機関の計

70,400

機関の計

55,000

機関の計

機関の計

機関の計

機関・団地情報 改修・更新目安（年） 老朽化調査
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４．個別施設計画の実施状況について 

個別施設計画策定後の計画期間における計画の実施状況は以下の通りと示す。 

（１） 建物関係 

  【表Ⅴ－４ 建物関係の改修計画による改修計画事業】（令和 5 年度時） 

２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０３０ ２０３１ ２０３２ ２０３３

改築年(100
年）

中規模改修
年

大規模改
修年（40
年）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５

2 立川 1 ○ 総合研究棟Ⅰ 2007 2007 16 2107 2027 2047 870,000 1,230,000 756,233 46,695

2 立川 3 駐車ゲート 2007 2007 16 －

2 立川 4 駐車ゲート 2009 2009 14 －

2 立川 機関の計 870,000 1,230,000 756,233 46,695

4 城内－１ 1 ○ 研究実験管理棟 1980 1980 43 50.6% 2080 2000 2020 1,266,760 1,900,140 190,000 285,000 800,000 1,200,000 680,000 1,020,000

4 城内－１ 2 ○ 収蔵庫 1980 1980 43 49.0% 2080 2000 2020 770,000 770,000 2,310,000

4 城内－１ 3 渡り廊下 1980 1980 43 －

4 城内－１ 4 ○ 機械棟 1980 1980 43 50.1% 2080 2000 2020 660,000

4 城内－１ 5 ボンベ室 1980 1980 43 －

4 城内－１ 6 ○ 公衆便所 1982 1982 41 52.0% 2082 2002 2022 31,915

4 城内－１ 7 倉庫 1984 1984 39 －

4 城内－１ 8 ○ 研究棟 1986 1986 37 47.6% 2086 2006 2026 340,000 510,000 250,000

4 城内－１ 9 ○ 年代測定施設（仮設） 2004 2004 19 2104 2024 2044

4 城内－１ 10 ○ 資料保管庫 2009 2009 14 2109 2029 2049 10,656

4 城内－１ 11 ○ 総合研究棟 2014 2014 9 2114 2034 2054

4 城内－１ 12 ○ 団体休憩所 2015 2015 8 2115 2035 2055

4 城内－１ 13 ○ 国際交流棟 2016 2016 7 2116 2036 2056

4 城内－１ 14 駐輪場 2020 2020 3 －

5 城内－２ 1 ○ 研究員宿泊棟 1984 1984 39 51.8% 2084 2004 2024

5 城内－２ 2 ○ 管理棟・便所 1995 1995 28 48.5% 2095 2015 2035

5 城内－２ 機関の計 1,266,760 2,670,140 960,000 2,595,000 1,460,000 1,540,000 1,190,000 1,270,000 31,915 10,656

6 桂坂 1 ○ 南研究棟 1990 1990 33 19.5% 2090 2010 2030 10,130 16,741 84,422 42,313

6 桂坂 2 ○ 研究交流棟 1990 1990 33 32.8% 2090 2010 2030 4,927 8,142 78,189

6 桂坂 3 ○ 第１共同研究室 1990 1990 33 32.6% 2090 2010 2030 2,602 4,300 40,998

6 桂坂 4 ○ 国際交流棟 1990 1990 33 32.5% 2090 2010 2030 4,691 7,753 73,524

6 桂坂 5 ○ 情報・管理棟 1990 1990 33 39.5% 2090 2010 2030 17,911 29,600 352,111

6 桂坂 6 ○ 図書館 1990 1990 33 31.9% 2090 2010 2030 4,903 8,103 75,236

6 桂坂 7 ○ 北研究棟 1991 1991 32 30.1% 2091 2011 2031 12,437 20,554 178,299

6 桂坂 8 ○ 講堂 1993 1993 30 32.4% 2093 2013 2033 13,179 21,780 206,145

6 桂坂 9 ○ 福利施設棟 1993 1993 30 33.4% 2093 2013 2033 6,651 10,992 107,650

6 桂坂 10 ○ 日文研ハウス（世帯用）1994 1994 29 32.7% 2094 2014 2034 5,386 8,901 85,176

6 桂坂 11 ○ 図書資料館 1994 1994 29 34.8% 2094 2014 2034 8,229 13,599 139,743

6 桂坂 12 ○ 日文研ハウス（単身用）1999 1999 24 26.4% 2099 2019 2039 3,955 6,537 64,909

6 桂坂 13 ○ 第２図書資料館（外書館）2010 2010 13 2110 2030 2050 109,367

6 桂坂 14 ○ 第３図書資料館（映像音響館）2014 2014 9 2114 2034 2054

6 桂坂 機関の計 95,000 157,000 162,611 114,522 427,346 384,445 192,826 314,019 42,313

9 上賀茂 1 ○ 地球研本館 2005 2005 18 2105 2025 2045 640,000 960,000 91,427

9 上賀茂 2 ○ 地球研ハウス 2005 2005 18 2105 2025 2045 110,000 25,310

9 上賀茂 機関の計 750,000 960,000 116,736

11
万博記念
公園

1 ○ 博物館本館 1977 1977 46 44.1% 2077 1997 2017 440,880 661,320 466,400 699,600 274,800 274,800 824,400

11
万博記念
公園

2 ○ 講堂 1981 1981 42 45.7% 2081 2001 2021 186,417 279,626

11
万博記念
公園

3 ○ 第８展示棟 1983 1983 40 56.1% 2083 2003 2023 242,383 363,574

11
万博記念
公園

4 ○ 特別展示館 1989 1989 34 53.3% 2089 2009 2029 1,125,291

11
万博記念
公園

5 ○ 第７展示棟 1996 1996 27 51.6% 2096 2016 2036 1,162,368

11
万博記念
公園

6 ○ 多機能資料保管庫 2013 2023 100 20 40 147,401

11 万博記念公園 機関の計 440,880 661,320 466,400 699,600 274,800 274,800 824,400 428,800 1,805,568 1,125,291 147,401

14 立川2 1 ○ 本館 2005 2005 18 2105 2025 2045 649,359 959,589 104,800 218,863

14 立川2 2 発電機棟 2005 2005 18 －

14 立川2 3 ゴミ集積場 2005 2005 18 －

14 立川2 機関の計 649,359 959,589 104,800 218,863

1,707,640 3,331,460 2,296,400 3,389,600 1,891,800 3,376,770 4,048,511 3,460,946 2,978,161 1,328,773 649,619 46,695 189,714

※ＦＣＩ評価：残存不具合率＝残存不具合額（円）／施設複製価格（円）×１００（％） は見直し年度 は一部改修済

機関名
団地
番号

団地名 棟番号

最終改
修年

（未改
修は建
設年）

経年
（2023
時点）

ＦＣＩ評
価（％）

長寿命化の改修計画

本機構の計

長寿命
化させ
る建物

棟名称 建築年

国文学研究
資料館

国立国語研
究所

国立民族学
博物館

総合地球環
境学研究所

国際日本文
化研究セン

ター

国立歴史民
俗博物館
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（２） ライフライン設備 

【表Ⅴ－５ ライフラインの改修計画による改修計画事業】（令和 5 年度時） 
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第６章 

フォローアップ 
 

１．個別施設計画の見直しと今後の課題 

個別施設計画策定した大規模改修、中規模改修等の実施時期は、第２章５に基づいて

機械的に設定しており、実際の事業計画の立案に当たっては、中期目標中期計画や研究活

動上の要請等を踏まえて判断する必要がある。 

参考のため令和 5 年度時点での実施状況を踏まえた個別施設計画策定時の図Ⅴ-2（長

寿命化の改修計画による対策費用の概算額）を見直した図は以下のとおりとなった。残存

未改修の建物が先送りとなり、計画期間内に実施するためには平準化対策費用の年平均必

要費用額は８億円程度上がることとなった。 

 

保有施設の老朽化の進行が深刻な課題であるが、特定時期に大規模な施設整備をして

きたため整備時期が集中することから、空間毎や設備系統等に応じて実施時期を設定する

など分散させて実施可能な計画にする必要がある。このことは、財政需要を分散させるメ

リットもある。 
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引き続き、個別施設計画への取組を着実なものとするため、毎年度の計画の達成状況

や実施した改修の本機構における成果、また、毎年度実施する点検・調査による劣化状態

の把握等により、定期的に個別施設計画を見直し、取組に遅滞が見受けられる場合は、必

要に応じてその要因を確認し改定等を行う。 

また、改修計画事業は、詳細調査及び中長期的なコスト比較等により内容を精査し、

必要となる対策費用について、国への予算要求に加えて自己財源の確保に努め、継続的に

個別施設計画を活用していくこととする。 
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令和２年３月  ９日（月） 令和元年度 第１４回役員会 承認（機構長決定） 

令和６年３月１８日（月） 令和５年度 第１４回役員会 承認（機構長決定） 


